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​はじめに​

​　あらゆる事業活動は、生物多様性や自然資本から提供される生態系サービスの恩恵を受​
​けると同時に、環境に何らかの影響を与えています。​
​当社は生物多様性保全の重要性を認識し、国際社会が目指す「ネイチャーポジティブの実​
​現」を支持しています。また、事業活動が生態系に及ぼす影響の低減をマテリアリティ​
​（重要課題）に設定し、生物多様性・自然資本の保全に関する取り組みを推進します。​
​　当社は国内における通信事業を主力事業としており、通信の安定提供を通信事業者の重​
​要な責務であり社会的役割であると認識しています。当社は、サービス提供のため全国に​
​約30万局の基地局をはじめとする通信設備を設置し運用しています。一方で、日本には多​
​様な生物の生息・生育環境が広がり、生態系サービスの根幹となる生物多様性保全上の重​
​要エリアが存在することを認識しています。これらの認識の下、事業が生物多様性に与え​
​る影響に関するリスク評価を実施しています。​

​　TNFD※は、自然資本および生物多様性に関するリスクや機会を適切に評価し、開示す​
​るための枠組みを構築する国際的な組織です。当社は、TNFDが2023年9月に公開した開​
​示提言を採用する企業として、2023年12月にTNFD Adopterに早期登録しました。本開示​
​では、TNFDの開示提言で示された下記の情報開示フレームワークに基づき、2026年1月​
​に公開されたTNFDテクノロジー・通信セクターガイダンスドラフトを踏まえ、当社の状​
​況を報告します。​
​※ TNFD：自然関連財務情報開示タスクフォース(Taskforce on Nature-related Financial Disclosures)​
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​（表1）TNFD提言に基づく情報開示フレームワーク​

​一般要件​

​a. マテリアリティの適用​ ​b. 開示の範囲​ ​c. 自然関連の課題がある地域​

​d. 他のサステナビリティ開示​
​との統合​ ​e. 考慮する時間軸​ ​f. ステークホルダー・エンゲージメント​

​項目​ ​開示提言​

​ガバナンス​ ​依存・影響、リス​
​クと機会に係る組​
​織のガバナンス​

​a. 取締役会による自然関連の依存・影響、リスクと機会の監督体制​

​b. 自然関連の依存・影響、リスクと機会を評価・管理する上での経​
​営層の役割​

​c. 自然関連の依存・影響、リスクと機会の評価と対応における、先​
​住民、地域社会、影響を受けるステークホルダーに対する組織の人​
​権方針とエンゲージメント活動、取締役会と経営層による監督​

​戦略​ ​依存・影響、リス​
​クと機会における​
​組織のビジネスモ​
​デル、戦略、財務​
​計画への影響​

​a. 組織が識別した、短期・中期・長期の自然関連の依存・影響、リ​
​スクと機会​

​b. 自然関連の依存・影響、リスクと機会が組織のビジネスモデル・​
​戦略・財務計画及び移行計画または分析に及ぼす影響​

​c. 様々なシナリオを考慮した自然関連リスクと機会における組織の​
​戦略のレジリエンス​

​d. 組織の直接操業、関連する場合は、バリューチェーン上の上流・​
​下流における資産および/または活動のある、優先地域の基準を満た​
​した場所​

​リスクと影響​
​の管理​

​依存・影響、リス​
​クと機会を識別、​
​評価、優先付け、​
​管理するプロセス​

​a. (1). 組織の直接操業における自然関連の依存・影響、リスクと機​
​会を識別・評価・優先付けするプロセス​

​a. (2). 組織のバリューチェーン上の上流・下流における自然関連の​
​依存・影響、リスクと機会を識別・評価・優先付けするプロセス​

​b. 組織が自然関連の依存・影響、リスクと機会を管理するプロセス​

​c. 組織が自然関連リスクを識別、評価、優先付け・管理するプロセ​
​スを、どのように組織の総合的リスク管理に統合、報告しているか​

​指標と目標​ ​重要な依存・影​
​響、リスクと機会​
​を評価、管理する​
​際に使用する指標​
​と目標​

​a. 自然関連の重要なリスクと機会を評価し管理する際に用いる指標​

​b. 自然への依存と影響を評価し管理するために用いる指標​

​c. 自然関連の依存・影響、リスクと機会を管理するために用いる目​
​標および実績​
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​1. 一般要件​
​a. マテリアリティの適用​
​　当社は、経営理念「情報革命で人々を幸せに」の下、持続可能な社会の実現と企業成長​
​の持続性の両立を重要な経営課題と捉え、6つのマテリアリティ（重要課題）を定めていま​
​す。当社のマテリアリティは、経営理念と成長戦略「Activate AI for Society」をつなぐ羅​
​針盤と位置付け、事業や企業活動を通じた社会課題解決の推進を図っています。また、当​
​社のマテリアリティは当社グループの事業にとっての重要度に加え、国際的なガイドライ​
​ンや社会動向、ステークホルダーからの期待・要請を踏まえ、当社が社会課題の解決に向​
​けて優先的に取り組むべきテーマを総合的に評価の上、特定しています。​

​当社は、「デジタル化社会の発展に不可欠な次世代社会インフラを提供」を長期ビジョン​
​として掲げ、AIを当社の事業成長をけん引する中核事業に位置付け、社会へのAIインフ​
​ラ・AIサービスの実装を進めています。一方で、当社のAI事業の拡大は、電力使用量の増​
​加や設備建設に伴う自然環境への影響などのリスクを伴います。当社は、気候変動・生物​
​多様性・循環型社会などについて重要なリスク・機会として認識し、マテリアリティの構​
​成要素とするとともに、当社は事業活動が自然環境に及ぼす影響の把握・低減に努め、生​
​物多様性の保全を推進しています。​

​b. 開示の範囲​
​　当社のすべての事業セグメント（コンシューマ、エンタープライズ、ディストリビュー​
​ション、メディア・EC、ファイナンスの各事業）について、バリューチェーン全体を対​
​象範囲とし、特に優先度の高い事業活動について記載しています。​

​c. 自然関連の課題がある地域​
​　当社の主力事業である国内通信事業で利用する通信設備およびデータセンターについ​
​て、生物多様性の重要エリアの近接性などを調査し、LEAPアプローチ※を参考に優先的​
​に対応すべき地域を特定しました。本開示では全国に設置した携帯電話基地局と、次世代​
​社会インフラ構想の中心設備となる分散型AIデータセンターを対象としています。​
​※LEAPアプローチ：TNFDで示された自然関連リスクと機会の評価のための統合的な評価プロセス​

​d.当社サステナビリティ開示との統合​
​　持続可能な社会の発展を目指すためには、生物多様性保全、気候変動対策、資源循環を​
​統合した行動計画が必要となります。当社は、持続可能な社会の発展に向けて取り組むべ​
​き6つのマテリアリティを特定し、地球環境への対応をマテリアリティの一つとして重要​
​なテーマに位置付けています。また、生物多様性保全への貢献、気候変動対策、循環型社​
​会の推進についてKPIを設定し、モニタリングしています。​

​(1) 気候変動対策​
​　当社は気候変動対策の国際目標であるパリ協定に賛同し、2020年4月にTCFD提言※へ​
​の賛同を表明し、温室効果ガス削減目標の達成と積極的な情報開示に努めています。温​
​室効果ガス排出量の削減目標として、スコープ1,2を2030年度までに実質ゼロにする​
​「カーボンニュートラル2030」を2021年5月に宣言し、スコープ3を含めたサプライ​
​チェーン排出量を2050年度までに実質ゼロにする「ネットゼロ」を2022年8月に発表し​
​ました。2024年5月にはSBTネットゼロ認定を取得しました。気候変動問題と生物多様​
​性は影響しあう関係であり、気候変動に関連する当社の財務影響や取り組みについて​
​は、TCFD提言に基づく情報開示にて公開しています。​
​※　TCFD：気候関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）​
​は2015年に金融安定理事会（FSB）により設立された、気候変動が事業に与えるリスクと機会の財務的影響​
​に関する情報開示を企業に推奨する国際的イニシアチブ​
​（参照）TCFD提言に基づく情報開示​
​https://www.softbank.jp/corp/sustainability/esg/environment/climate-change/tcfd/​
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​(2) 循環型社会の推進​
​　当社は事業活動において、資源の有効利用の取り組みを行うことで、環境負荷の低減​
​と循環型社会の実現に貢献します。​
​携帯電話をはじめとする無線機の本体やバッテリー、充電器などには、産出量が少ない​
​レアメタル（パラジウム、コバルト、タンタルなど）や金、銀、銅など、たくさんの貴​
​重な資源が含まれており、当社は2000年より国内携帯電話キャリアやメーカーなどが加​
​盟し携帯電話のリサイクル活動を推進する「モバイル・リサイクル・ネットワーク」の​
​一員として、事業者、メーカーを問わず、使用済み携帯電話の本体、電池パック、充電​
​器類を無料で回収しています。また、国際的な通信事業者団体である「GSMA」の目標​
​と整合し、新規携帯電話販売台数に対するリサイクル・リユース率および産業廃棄物リ​
​サイクル率をマテリアリティのKPIに設定し、モニタリングしています。​
​（参照）循環型社会の推進​
​https://www.softbank.jp/corp/sustainability/esg/environment/resource-circulating/​

​e. 考慮する時間軸​
​　当社は中期経営計画で設定している時間軸と同様、リスクが発生する期間として、短期​
​を数年以内、中期を3～5年程度、長期を10年～30年程度としています。​

​f. ステークホルダー・エンゲージメント​
​　当社は、多様なステークホルダーの皆さまとの関わりの上で事業を営んでおり、事業の​
​持続性や成長のためには、ステークホルダーの皆さまの利益が損なわれないように配慮す​
​るとともに、良好な関係を築き、社会への価値を共創していくことが重要であると考えて​
​います。自然関連の情報については本開示のほか、有価証券報告書、統合報告書、当社​
​ホームページ、ESGデータブックなどを通じて、多様なステークホルダーの皆さまに対す​
​る積極的な情報開示に努めています。当社のステークホルダー・エンゲージメントに関す​
​る考え方は、以下のホームページ内の記載をご参照ください。また、ステークホルダーの​
​皆さまとは定期的に対話を行い、投資家の皆さまに対しても、ESG説明会を開催するなど​
​サステナビリティ関連の情報開示に努めています。​
​（参照）ステークホルダー・エンゲージメント​
​https://www.softbank.jp/corp/sustainability/esg/social/stakeholders/​
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​2. ガバナンス​
​a. 取締役会による監督体制​
​　当社グループは、サステナビリティ基本方針の下、成長戦略「Activate AI for Society」​
​とサステナビリティを統合して推進するためのガバナンス体制を構築しています。取締役​
​会は、サステナビリティに関する重要事項を審議・決議するとともに、サステナビリティ​
​推進状況を監督しています。​
​　当社グループは、経営理念・ビジョンと成長戦略「Activate AI for Society」をつなぐ羅​
​針盤として、6つのマテリアリティ（重要課題）を特定しています。6つのマテリアリティ​
​には「テクノロジーのチカラで地球環境へ貢献」として気候変動・生物多様性・循環型社​
​会などの環境対応も含まれています。サステナビリティに関する経営監督機能の強化を目​
​的に、取締役会の諮問機関としてESG推進委員会を設置しています。本委員会は、代表取​
​締役を委員長とし、独立社外取締役を含めた取締役および執行役員で委員を構成していま​
​す。また本委員会は、当社グループのサステナビリティ活動（自然関連課題を含む）に関​
​する進捗（目標・KPIなど）をモニタリングするとともに、サステナビリティに関する重​
​要事項について、取締役会への提言や報告などを定期的に行っています。​
​　当社は、取締役会がESG推進委員会からの提言内容を尊重し、適切な意思決定を行う​
​ことに加え、取締役・監査役に求めるスキルの一つとして「サステナビリティ（気候変動​
​を含む）」を設定することで、当社グループの経営に対するサステナビリティ視点の反映​
​に努めています。なお、サステナビリティ活動に関する進捗・モニタリングするための目​
​標・KPIの一部は、監督機能および当社のサステナビリティ活動の実効性を高めていくた​
​めに役員報酬に連動しています。​
​　当社は、サステナビリティ関連の業務執行効果を高めるために、サステナビリティに関​
​する各領域の重要事項を専門に扱う委員会を設置しています。各領域の委員会は、経営監​
​督機能に位置づくESG推進委員会と連携を図り、サステナビリティ課題への迅速な対応を​
​行っています。​
​　気候変動・生物多様性・循環型社会などの環境関連の課題に対しては、当社のサステナ​
​ビリティに関する各領域の委員会の一つとして、当社グループの環境に関する事柄全般を​
​横断的に検討・推進する「環境委員会」を設置して、対応を行っています。​

​b.経営層の役割​
​　当社グループは、取締役会の監督の下、代表取締役 社長執行役員 兼 CEOをESG推進の​
​最高責任者として、当社グループのサステナビリティ対応の責任を担っています。また、​
​常務執行役員 兼 CHRO（最高人事責任者）がESG推進担当役員を担いサステナビリティに​
​関する対応の推進に取り組んでいます。​
​　気候変動・生物多様性・循環型社会などを含めた当社グループの環境に関する事柄全般​
​を横断的に検討・推進することを目的に設置した「環境委員会」は、ESG推進担当役員、​
​ESG推進を担当する部門の役員または組織長を委員長とし、当社各部門および子会社の部​
​門長などを委員として構成しています。同委員会は、気候変動・生物多様性・循環型社会​
​などの環境関連の課題に対しての重要なリスク・機会の評価を行うとともに、これらに対​
​応するための計画の策定・推進、対応およびモニタリングを行っています。同委員会で審​
​議・検討された事項は、ESG推進委員会へ適宜報告しています。​
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​（図1）監督体制​

​　​​（参照）監督体制​
​　​​https://www.softbank.jp/corp/sustainability/policy/#sec-02​

​c.ステークホルダーに対する組織の人権方針​
​(1) 人権に対する取り組み​
​　当社グループは、代表取締役 社長執行役員 兼 CEOを委員長とする「人権委員会」を​
​設置しています。同委員会は、各部門を統括する役員で構成され、取締役会の承認を受け​
​た「ソフトバンク人権ポリシー」の考え方の下、人権デューデリジェンスを実施してい​
​ます。また、同委員会は、そのプロセスに基づき人権侵害のおそれのある事項の調査・対​
​処および人権に関する研修の企画・実施による人権意識の内部浸透などの活動状況を適​
​切に管理しています。万一、当社グループの事業活動により人権侵害が発生した場合は、​
​速やかに救済を行うとともに、再発防止に取り組んでいます。​
​　また、当社は「責任ある鉱物調達」および「通信設備建設時におけるステークホル​
​ダーとのエンゲージメント」について重要視し、人権に配慮した取り組みを進めていま​
​す。​
​（参照）人権に対する取り組み​
​https://www.softbank.jp/corp/sustainability/esg/social/human-rights/​

​(2) 責任ある鉱物調達​
​　携帯電話をはじめとする無線機の本体やバッテリー、充電器などには、産出量が少な​
​いレアメタル（パラジウム、コバルト、タンタルなど）や金、銀、銅など、たくさんの貴​
​重な資源が含まれています。有数の産出地域であるコンゴ盆地や東アフリカは、森林減少​
​の要因として鉱山開発が指摘されています。​
​　その中で、アフリカ中央部に位置するコンゴ民主共和国は、レアメタルが豊富に採掘​
​できる国の一つですが、その資源の争奪をめぐる紛争が続いています。​
​　当社は、購買活動における社会的な責任を果たすため、サプライヤーと連携し、⼈権​
​侵害を⾏う反政府勢⼒の資⾦源となっている紛争鉱物が含まれる製品の不使⽤に向けた​
​取り組みを推進しています。当社のサプライヤー倫理⾏動規範において、コンゴ⺠主共和​
​国およびその周辺諸国において、⼈権侵害を⾏う反政府勢⼒の資⾦源となっている紛争鉱​
​物（タンタル、錫、タングステン、および⾦）を使⽤しないことを定め、サプライヤーに​
​もその遵守を求めています。​
​　加えて、当社は2020年以降一次サプライヤーに対し、製品に含まれる紛争鉱物の原産​
​国調査を紛争鉱物調査テンプレート（Conflict Minerals Reporting Template：CMRT※）​
​を用いて実施しました。​
​※ CMRT（Conflict Minerals Reporting Template）：紛争鉱物に関する国際ガイドラインを制定しているRMI​
​（Responsible Minerals Initiative）により提供された、紛争鉱物報告のための調査フォーマット​

​　（参照）責任ある鉱物調達​
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​https://www.softbank.jp/corp/aboutus/governance/supply-chain/survey​

​(3) 通信設備建設時のステークホルダーとのエンゲージメント​
​　当社は、国内通信事業を主力サービスとし、全国約30万局の基地局を運用していま​
​す。通信ネットワークは社会に必要不可欠なライフラインであり、最新かつ高品質なネッ​
​トワークの構築と安定的で信頼性の高い通信サービスの提供は、通信事業者の責務であ​
​ると考えています。一方で、基地局の新規建設に伴う土地開発により、生物多様性上重要​
​な地域に影響を与えるリスクがあることを認識しています。建設時に必要な手続きを行う​
​ことはもちろん、関連省庁、周辺住民の皆さまなど地域コミュニティーの十分な理解の​
​下で進めることが重要であると認識しています。​
​　AIの普及が進むことにより、データセンターの電力需要の急増が見込まれる背景を踏ま​
​えて、当社は気候変動対策と生物多様性に配慮したグリーンデータセンターを国内全域に​
​分散する次世代社会インフラ構想を進めています。2026年度開業を予定している北海道​
​苫小牧AIデータセンターは、次世代社会インフラ構想の中核になる「​​Brain DataCenter​​」​
​として構築し、敷地面積は国内最大規模の70万平方メートルになります。​
​　北海道苫小牧AIデータセンターの着工に先立ち、2024年2月22日に北海道と包括連携協​
​定を締結しデータセンター活用による道内産業の活性化に努めるとともに、建設予定地​
​域である苫東地域との取り組みを進めています。苫東地域では、苫小牧市の「生物多様性​
​地域戦略」策定への協力をするとともに、苫小牧市と「残置森林などの維持管理に関す​
​る協定」を締結しています。また、苫東エリアでの地域交流や環境保全にも積極的に取り​
​組んでおり、苫東・和みの森で開催された北海道植樹祭への協力や、地域コミュニティー​
​との連携も図っています。​
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​3. 戦略​
​a. 自然関連の依存・影響、リスクと機会​
​　当社は通信事業をはじめ、クラウド・AI/ソリューション事業、ディストリビューション​
​事業、メディア・EC事業、ファイナンス事業など幅広いセグメントで事業活動を行ってお​
​り、生物多様性に関連するリスクと機会について分析を行うにあたり、優先的に評価を行​
​う対象事業の絞り込み（スコーピング）を行いました。​
​2026年1月に公表されたTNFDテクノロジー・通信セクターガイダンスドラフトでは、通信​
​ネットワーク、データセンター、クラウドサービスなどにおける水リスクの重要性が示さ​
​れました。当社は同ガイダンスとENCORE※の双方を参照し、テクノロジー・通信セク​
​ターの特徴を踏まえた分析を実施しました。​
​※ ENCORE：Natural Capital Finance Alliance（NCFA）が世界自然保全モニタリングセンター（​
​UNEP-WCMC）と共同で開発したTNFDでも紹介されている依存と影響分析オンラインツール​

​(1) 各事業セグメントの依存・影響を把握​
​　当社の各事業セグメントの依存・影響を把握するために、TNFDテクノロジー・通信セ​
​クターガイダンスドラフトで示している評価基準とENCOREを活用（同ガイダンスで示​
​されていない部分を補完）し、評価しました。評価のプロセスにおいては、事業セグメ​
​ントを分類し、同ガイダンスおよびENCOREの詳細分類であるサブインダストリーと紐​
​づけを実施した上で、各事業セグメントにおける生態系サービスや自然資本の依存・影​
​響に関する評価結果をヒートマップで可視化しました。​
​その評価結果として、クラウド・AI/ソリューション事業およびメディア・EC事業のセグ​
​メントが水使用に依存し、電力使用に伴う温室効果ガス排出の気候変動への影響が大き​
​いことを認識しました。(表2)​

​(表2)TNFDテクノロジー・通信セクターガイダンスドラフトおよびENCOREで示される各事業の評価結果※​
​事業の分類​
​（集計用）​ ​通信​ ​電力サービス​

​クラウド・AI/​
​ソリューショ​

​ン​

​ﾃﾞｨｽﾄﾘ​
​ﾋﾞｭｰｼｮﾝ​

​メディア・​
​EC​ ​ファイナンス​

​依存​

​供給​
​サービス​

​バイオマス資源​

​遺伝物質​

​水資源​

​動物由来エネルギー​

​調整・維持​
​サービス​

​グローバルな気候調整​

​降水パターンの調整​

​ローカルな気候調整​

​大気浄化​

​土壌の質の調整​

​土壌と堆積物の維持​

​固形廃棄物の分解​

​水質の浄化​

​水流の調整​

​洪水の緩和​

​暴風の緩和​

​騒音の緩和​

​受粉の媒介​

​生物学的な制御​

​生育地・生息地の維持​

​大気や生態系による希釈​

​知覚影響の緩和​

​文化的​
​サービス​

​レクリエーション​

​視覚的なアメニティ​

​教育・研究​
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​精神的・美的・象徴​

​影響​

​土地利用​

​陸域​

​淡水域​

​海域​

​資源採取​

​水資源​

​その他の生物資源​

​その他の非生物資源​

​気候変動​ ​GHG排出​

​汚染​

​大気汚染​

​有害物質​

​栄養塩​

​固形廃棄物​

​攪乱​

​外来種​ ​侵略的外来生物の導入​

​Low​ ​High​

​※評価分析では主にTNFDテクノロジー・通信セクターガイダンスドラフトの基準を適用し、同ガイダンスで​
​示していない項目についてはENCOREを活用​

​(2) 各事業セグメントにおける将来の事業規模を考慮した優先付け​
​　上記の各事業の依存・影響の評価結果に、当社の2025年度の各事業の売上実績および​
​当社が公表している中期経営計画で示す将来の事業計画を踏まえてスコーピングを実施​
​しました。その結果、生態系サービスや自然資本の依存および影響の双方が高い通信事​
​業を優先的な対応事業セグメントとして特定しました。（表3）​

​　　(表3)2030年当社事業計画を基にした依存・影響評価（概算値）​

​(3) 依存と影響の大きい事業セグメントについて​
​①通信事業​
​　通信事業は、森林がもたらす洪水・暴風雨の緩和や土壌と堆積物の維持（土壌保全）​
​などの調整サービスへの依存度が高くなっています。また、通信事業は温室効果ガス排​
​出や大気汚染、水資源、陸域などへ与える影響が大きくなっています。つまり、基地局​
​などの通信設備が森林の土砂災害防止・土壌保全機能による気象災害からの保護に依存​
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​している一方で、通信設備の建設などにより陸域生態系へ影響を与える可能性があると​
​考えています。​
​　また、携帯電話や基地局設備をはじめとする無線機の本体やバッテリー、充電器など​
​には、産出量が少ないレアメタル（パラジウム、コバルト、タンタルなど）や金、銀、​
​銅など、たくさんの貴重な資源が含まれています。これらの採掘は、森林減少や土地利​
​用の変化、水利用、水質汚染などを通じて自然環境に影響を及ぼす可能性があり、使用​
​後の機器は電子廃棄物の発生にもつながると考えています。​

​② クラウド・AI/ソリューション事業、メディア・EC事業​
​　優先的に詳細分析を行う対象には該当しないものの、当社の中核事業と位置付けるAI​
​インフラやAIサービスが含まれるクラウド・AI/ソリューション事業は、主な事業設備​
​であるデータセンターが多くの電力と水を必要とするため、水への依存度と電力使用​
​による温室効果ガス排出の影響が大きいことを認識しています。当社の主要子会社であ​
​るLINEヤフー株式会社が中心となるメディア・EC事業についても、水および電力の依​
​存および影響が大きいことを確認しています。当社の中核事業と位置付けるAIインフ​
​ラ・AIサービスの事業成長に向けてAIデータセンターの整備を進めています。AIデータ​
​センターは立地や規模によって自然関連リスクが大きく異なることから、個別に評価​
​を実施しています。​
​詳細は、後述の「d 優先地域における事業活動の状況」に記載しています。​

​(4) リスクの特定​
​　全社で自然環境にかかわる事業リスクを選定し、生物多様性への依存・影響が高い事​
​業を特定しました。（表4）​
​想定される影響やリスクの大きさは、以下の通りです。​

​（表4）当社のリスク内容​

​種別​ ​事業リスク​ ​想定される影響​
​リスクの大きさ​

​短期​ ​中期​ ​長期​

​物​
​理​
​リ​
​ス​
​ク​

​急性​
​気候変動の進行と生態​
​系劣化に伴う、自然災​
​害激化による被害拡大​

​通信設備などの被害増加による復旧​
​コスト、資産への影響​ ​大​ ​大​ ​大​

​災害対策コストの増加​ ​小​ ​小​ ​小​

​慢性​ ​気温上昇、水ストレス​
​地域の拡大​

​空調コスト増、調達や事業用水確保​
​への影響​ ​中​ ​中​ ​中​

​移​
​行​
​リ​
​ス​
​ク​

​市場​

​顧客の行動変化、嗜好​
​変化​ ​投資コスト増加​ ​小​ ​中​ ​中​

​資源不足​
​希少金属などの原材料の需要増・枯​
​渇による供給不足、調達コスト増​ ​小​ ​小​ ​中​

​評判​ ​ステークホルダーの​
​環境意識の向上​

​取り組み不足と判断された場合のブ​
​ランドイメージの低下による売上の​
​減少、株価の低下​

​小​ ​中​ ​中​

​政策​
​と法​ ​規制強化​ ​新税制導入によるコスト増​ ​小​ ​中​ ​中​

​技術​ ​環境技術等の進展​ ​投資コストの増加​ ​小​ ​小​ ​小​

​※リスクの大きさは「影響度/発生度」の評価を特大・大・中・小で分類したものです​
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​(5) リスクの対応策​
​　当社は、SBTNが提唱するAR3T（Avoid：回避、Reduce：低減、Restore &​
​Regenerate：復元・再生、Transform：変革）を参照し、生物多様性の重要地域におけ​
​る土地開発を回避することを基本とし、やむを得ず開発を行う場合は、生態系に及ぼす​
​影響に十分配慮し、その低減および回復・再生に努めます。​
​　優先地域における対策の状況は、後述のd 優先地域における事業活動の状況に記載し​
​ます。​

​(6) 機会​
​　​​事業リスクを低減するための対応は、同時に大きな事業機会ともなりえます。AIやIoT​
​、ビッグデータなどの最先端テクノロジーを活用し、膨大な環境データをAIの学習機能​
​によって分析することで、地球環境に与える影響が予測できるといわれています。その​
​予測からさまざまな対策を打てるようになるため、環境問題における最先端テクノロ​
​ジーの活用は世界で注目されています。当社は、自社が強みとするAIやIoTなどの最先端​
​テクノロジーを活用するとともに、グループ企業とのシナジーを最大限に活用して、生​
​物多様性保全へ貢献します。下記に生態系サービス・自然資本に資する当社の機会とな​
​る主な取り組み例を記載します。​

​（表5）生態系サービス・自然資本に関する主な事業​
​課題​ ​課題対応の方向性​ ​事業・取り組み​ ​内容​

​土地利用​ ​基地局などの設備建​
​設に関する土地開発​
​の回避・抑制​

​HAPS（成層圏通信プ​
​ラットフォーム）​

​成層圏を飛行する無人航空機を通信基地​
​局として活用し、山間部・離島・海上な​
​ども含めた広域通信を提供します。地上​
​基地局やケーブル敷設を一部代替・補完​
​することで、土地改変や生息地分断の回​
​避・抑制を図ります。​

​電力使用の平準化／​
​効率化により、再生​
​可能エネルギー発電​
​施設の過剰開発の回​
​避、化石由来燃料の​
​発電最小化​

​革新型バッテリー・​
​AEMS（AIエネルギー​
​マネジメントシステ​
​ム）​

​蓄電池システムとAIを活用したエネル​
​ギーマネジメントにより、再生可能エネ​
​ルギーの蓄電・活用と電力需給を最適化​
​します。電力ピーク抑制や既存電源の効​
​率利用を通じ、温室効果ガス削減と発電​
​施設の過剰開発抑制に貢献します。​

​森林の保全・再生、​
​CO₂吸収機能の維​
​持・回復​

​NatureBank（消費者​
​参加型植林貢献プロ​
​グラム）​

​当社エコサービスをユーザーが利用する​
​ことに応じ、ソフトバンクが抑制された​
​CO₂排出量同等分の植樹を行うプログラ​
​ムです。全国の自治体の森林保全支援と​
​連動し、当社のサービス利用を通じた環​
​境貢献を可視化することで、森林の保​
​全・再生と脱炭素に貢献します。​

​森林保全・再造林の​
​促進、植樹作業の人​
​手不足、林業現場の​
​省人化・効率化​

​植林関連ソリュー​
​ション​

​植栽場所をスマートフォンでナビゲー​
​ションし、マーキング作業の省力化や正​
​確な植樹を促進することにより、適切な​
​森林保全・管理に貢献します。​

​エネルギーの有効活​
​用、水資源の再利​
​用、食品ロス削減、​
​持続可能な農業の促​
​進​

​スマート農業​ ​環境制御装置を活用した安定生産に加​
​え、液化天然ガスによる発電、排熱の暖​
​房利用、CO₂の光合成利用、潅水後の水​
​のリサイクルを行っています。エネル​
​ギーと水資源を有効活用するとともに、​
​規格外品を原料として活用することで、​
​農業における環境負荷低減に貢献しま​
​す。​
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​水資源​ ​水質汚染、海洋環境​
​の変化、水産資源の​
​減少​

​AIスマート養殖​ ​いけす内カメラとAIで魚の尾数・サイズ​
​を解析し、給餌量や出荷判断を最適化し​
​ます。過剰給餌を抑えることで、残餌や​
​排せつ物による水質悪化・栄養塩負荷を​
​低減し、海域環境への影響抑制や天然水​
​産資源の保全に貢献します。​

​水資源の枯渇、再利​
​用促進​

​WOTA BOX / WOSH​
​（ポータブル水再生​
​システム）​

​小規模分散型の水循環システムにより、​
​水ストレス地域や災害時などで生活排水​
​を再生循環利用します。取水量・排水量​
​を抑えることで、水資源の有効活用と再​
​利用を促進し、河川・地下水・沿岸域へ​
​の負荷低減に貢献します。​

​資源の持​
​続性​

​希少金属等の新規採​
​掘の抑制、電子廃棄​
​物の削減​

​携帯電話端末等のリ​
​サイクル・リユース​

​お客さまに販売・レンタルした携帯電話​
​端末の回収・再販売を推進しています。​
​まだ使用可能な携帯電話やタブレットを​
​廃棄物として処理することは、大きな環​
​境負荷につながります。そのため、回​
​収・下取りした端末は再整備のうえリ​
​ユース品として再販売するほか、リユー​
​スが困難な端末についてはリサイクルを​
​行い、レアメタル等の資源を再資源化す​
​ることで、端末の長期利用と資源循環を​
​促進しています。​

​通信設備等の機器/部​
​材のリサイクル​

​基地局等のネットワーク設備の更新・撤​
​去に伴って発生するケーブル、交換機、​
​電柱などの通信設備廃材について再資源​
​化を推進しています。また、設備の最適​
​化や競合他社との基地局共用化により、​
​設備・資材の効率的な利用を促進してい​
​ます。​

​PC・サーバー・ICT​
​機器のリユース・リ​
​サイクル​

​PC・サーバー等のICT機器について、販​
​売後の回収、データ消去、下取り・買い​
​取り、リユースまでを一気通貫で支援す​
​るICTライフサイクルサービスを提供して​
​います。不法投棄による環境影響や不完​
​全なデータ消去による情報漏えいリスク​
​を抑制するとともに、廃棄物の削減や資​
​源の有効活用など、資源循環に貢献し、​
​CO₂排出削減にも貢献します。​

​モビリティ車両の循​
​環​

​中古EV（電気自動​
​車）車両の循環サー​
​ビス​

​当社とのジョイントベンチャーによる​
​CARRO JAPANリユースカーサブスクリ​
​プションにより、EV中古車両を必要とす​
​る企業に循環させ、車両の長期利用と資​
​源効率向上を促進しています。​

​石油由来製品の使用​
​抑制​

​オフィス用品等のプ​
​ラスチック素材の削​
​減​

​店舗で使用するショッピングバッグを、​
​プラスチックを一切使用しない100％リサ​
​イクル素材へ切り替えるとともに、竹芝​
​本社ではバイオマス由来素材を活用した​
​リユーザブルカップへ切り替え、石油由​
​来プラスチック等の使用を抑制すること​
​で、環境負荷の低減を促進しています。​
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​b. 財務計画に及ぼす影響​
​　生物多様性の損失、自然資本の枯渇に伴いGDPの約半分（44兆ドル）が財務リスクにさ​
​らされているといわれています。全社で自然環境にかかわる事業リスクを選定し、生物多​
​様性への依存・影響が高い事業を特定するとともに、リスクの大きさを評価するためにリ​
​スクの不確実性への対応を高める手法であるシナリオ分析を実施し、​​バリューチェーンの​
​上流・下流を含む事業に与える財務影響が特に大きい今後30年間に発生が予見されるリス​
​クを特定しました。​​（表4）​
​　その結果、通信設備の被災による物理的リスクが、財務計画に大きな影響を及ぼす可能​
​性があることを認識しています。以下に評価結果を記載します。​

​(1) 物理リスク（急性）​
​　生物多様性の損失による森林の防災機能低下により、地球温暖化の進行による自然災​
​害の頻発・激甚化に伴う基地局など通信設備の災害対策や復旧によるコスト増、バ​
​リューチェーンの断絶による調達への影響、ビジネス機会損失、被災設備による近隣被​
​害の誘発などを潜在的リスクと認識し、過去10年で発生した大雨特別警報を伴う豪雨の​
​うち、当社の被害がもっとも大きかった2019年度の復旧にかかる人件費7.7億円を基に、​
​IPCC平均気温データ（4℃シナリオSSP5-8.5）を用いて、10年に一度の大雨の発生頻度​
​を踏まえた将来の復旧コストを試算しました。​
​　その結果、人件費をはじめとする復旧にかかるコストは限定的なものの、通信設備、​
​特に基地局は全国に多数設置されており、その資産規模を踏まえると、災害による財務的​
​なインパクトは大きいと想定しています。また、高リスク設備を中心に通信設備の強化対​
​策を行った場合も、頻発化、激甚化する気候災害のリスクを完全に排除することは困難​
​であり長期リスクとして発生可能性が高く、大規模に発生した場合には通信サービスが​
​途絶し社会的責任が生じると考えています。​
​　対策として、国土交通省の洪水浸水想定区域データを使用し、屋外に設置したすべての​
​基地局（屋上などを除く）を対象に物理リスクの評価を実施した結果、関東地方および​
​中四国地方の沿岸部および河川部のリスクが特に高いことを確認しています。一例として​
​令和元年10月の台風19号発生の際には、関東地方を含む広範囲に記録的豪雨による河川​
​の氾濫や土砂災害をもたらし、死者・行方不明者は100名を超え、当社の多数の基地局も​
​水没や停電など甚大な被害を受け通信できないエリアが発生しました。​​台風や線状降水​
​帯の発生回数の増加に伴い、発生確率が上昇傾向にある洪水被害への​​適応策として、​​設備​
​破損リスク低減、広域停電時にサービスを安定的に継続するために、​​2025年度は約14億​
​円を投資し主に以下の対策を実施しました。その結果2025年度に重大なエリア支障につ​
​ながる事案は発生しませんでした。基幹ネットワークの冗長化を進め、災害時の通信​
​サービス環境の確保に努めています。​

​- 可搬型基地局の配備​
​- バッテリーのリプレイスおよび保守対応​
​- 可搬型発電機の配備​

​(2) 物理リスク（慢性）​
​　空調使用の増加によるコスト増、海面上昇や気象災害による低地などの増水リスクへ​
​の対応のため店舗を閉鎖することによる売上の減少、​​地球温暖化と生物多様性の劣化の​
​影響による洪水、渇水など水ストレスに伴う半導体供給遅延による調達への影響、デー​
​タセンターのサーバー冷却水などの事業用水確保に伴う影響を検討しました。​​当社はAIの​
​普及が進むことによるデータセンターの電力需要増を見込んでおり、当社設備の電気量​
​実績と気温データの相関関係からコスト算出した結果、一定のインパクトがあると想定​
​しています。​
​　なお、水リスクはグローバルな問題であり、サプライチェーン見直しや水利用の効率​
​化による対策強化により、発生可能性の最小化は可能ですが、輸入依存度が高く、海外の​
​水資源への依存度も高い日本においては、リスクを完全に排除することは困難であり、​
​発生した場合には水不足によるデータセンターなどの操業停止、商品の供給停止による​
​財務に与える影響が大きいと考えています。対応策として省エネルギー設備への転換、AI​
​･IoT活用による電力使用の効率化、オンラインショップ活用などを進めていきます。​
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​(3) 移行リスク（評判/市場）​
​　国際目標であるネイチャーポジティブのターゲットである2030年に向けて、企業に対​
​する野心的目標の要求が年々高まっており、同時にグリーンウォッシュに対する社会の​
​注目も高まる社会環境下で、当社の生物多様性への取り組みが不足していると判断され​
​た場合の売上や株価、ブランドイメージなどへの影響とともに、自然資本の枯渇や社会​
​不安による経済影響がもたらす事業影響についても検討しています。​

​① 評判について​
​　当社は、TNFD開示提言に基づく積極的な情報開示や、ネイチャーポジティブ実現に​
​つながる取り組み推進を通じて、企業価値の向上に努めることが重要事項であることを​
​認識しました。当社は、2023年12月にTNFD Adopterに早期登録するとともに、2024年​
​4月にはESG推進委員会において、当社事業活動における生物多様性の依存と影響につ​
​いて議論を行い、生物多様性・自然資本の保全に関する取り組み推進について、当社の​
​マテリアリティKPIに設定しました。​

​② 市場について​
​　資源枯渇と市場需要増加による原材料のコスト増が当社の影響として考えられ、当社​
​は資源枯渇などがもたらす市場リスクに対処していくために、資源の有効活用に向けた​
​使用済み携帯電話リユース／リサイクル、撤去基地局通信設備のリサイクルを推進して​
​います。​
​　また、低炭素・脱炭素市場の拡大、顧客行動・嗜好などの市場環境変化が考えられ、​
​その市場環境変化の影響により、再生可能エネルギーなど脱炭素サービス提供のための​
​投資コストの増加が見込まれます。一方で、そのような市場環境変化に伴う脱炭素サー​
​ビスの提供は、当社にとって事業拡大の機会にもなります。​

​(4) 移行リスク（政策と法）​
​　国内における森林環境税などの強化やイギリスで導入された開発に伴い生物多様性を​
​10％以上純増させる生物多様性ネットゲイン（BNG）などの新制度の導入などを検討し​
​ました。国内において現時点での導入可能性は低いと想定していますが、導入・施行さ​
​れた場合には、当社にとって一定の財務影響が生じるものと考えています。​

​(5) 移行リスク（技術）​
​　​​当社の事業に親和性の高い省エネルギーや省資源、AI、IoTなどの環境負荷の軽減に寄​
​与する技術・サービスの進展に伴い、これらの活用や実装に向けた設備投資コストの増​
​加が見込まれます。テクノロジーを強みとする当社が、環境負荷軽減に寄与する技術・​
​サービスの導入が遅れた場合には、当社の競争力低下や事業機会の逸失につながる懸念​
​があります。​
​　当社は、技術動向を継続的にモニタリングするとともに、戦略的アライアンスや共同​
​開発パートナーとの連携を通じて、環境技術の導入・活用を推進し、競争力の維持・向上​
​に努めています。​

​c. 戦略のレジリエンス​
​　前述のa,bで示したリスクの大きさの評価にあたりシナリオ分析を実施しました。通信事​
​業固有の情報を織り込んだ事業環境を予測の上、気候変動シナリオであるIPCCの1.5℃、​
​4℃シナリオも参照し、リスクの財務的影響を考慮したシナリオを複数作成しました。その​
​中で実現可能性が高く、当社への影響が大きいと考えられる主要なシナリオを選択の上、​
​そのシナリオに基づいて全社で選定したさまざまな事業リスクの重要性評価を行いまし​
​た。​

​(1) シナリオ選定のプロセス詳細​
​　事業環境を変化させる要因となるドライビングフォースを特定し、起こりうる未来の​
​事業環境を予測の上、TNFDが提示する２軸（縦軸：社会の動向・移行リスク関連、横軸​
​：自然関連の物理リスク）のシナリオ分析の実施ガイダンスを参考に、通信事業特有の​
​４つのシナリオを策定し、最終的に自社にとって最もリスクが高い２つのシナリオを選​
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​定しました。なお、基準年と目標年の設定に際しては、「昆明・モントリオール世界生​
​物多様性枠組における自然の損失を食い止めるためのタイムフレーム」（図2）を参照​
​し、基準年2020年、目標年2030年と整合して設定しています。​

​　　　　　　　　　　（図2）The Nature Positive Initiative より引用​

​(2) シナリオ Ⅰ​
​　自然の劣化が緩やかに進行する中で、グローバル・国家レベルでネイチャーポジティ​
​ブ社会への移行が進み、経済成長が続く社会を想定します。この社会では、企業に対する​
​ネイチャーポジティブへの対応圧力が引き続き高く、消費者は持続可能な商品・サービ​
​スを求め、法規制などは強化が続いています。一方で、このような社会では、当社を取り​
​巻く事業環境は法規制や消費者ニーズ対応のためのコスト転嫁が比較的受け入れられや​
​すく、売上拡大に寄与し、ESGの取り組みが高く評価され、資金調達もしやすくなって​
​いると想定します。また、自然劣化が緩やかなため、通信インフラなどの対応に関する緊​
​急性はないと想定します。​

​(3) シナリオ Ⅱ​
​　ネイチャーポジティブに関する社会の関心は高く、ネイチャーポジティブへの対応は​
​協調的に進むものの、自然の喪失による損害がいよいよ甚大となり、生態系の劣化、資​
​源の枯渇などが急速に進展する社会を想定します。シナリオ Ⅰと比較して、通信インフ​
​ラの被災など適応策の実施が急務となります。​

​(4) シナリオ Ⅲ​
​　生態系の劣化、資源の枯渇が急速に進み、現在以上にサプライチェーンや社会インフ​
​ラなどが生態系劣化の影響を受け、当社の事業活動の継続性が不安定化する社会を想定し​
​ています。また、このような社会では、企業や消費者のネイチャーポジティブへの関心が​
​低く、環境負荷よりも価格重視の傾向で、ESGの取り組みは評価されにくく、当社に​
​とっては、コストを吸収するためサービス縮小や顧客ターゲットの絞り込みを検討する​
​必要が生じ、業績へ影響を及ぼす可能性があると想定します。​

​(5) シナリオ Ⅳ​
​　ネイチャーポジティブに無関心な社会ではあるが、自然の劣化は今よりも緩やかに進​
​む状態を想定します。​
​　前述の「b 財務計画に及ぼす影響」については、以上のシナリオのうち、当社の​​リスクが​
​より高いと想定するシナリオ Ⅱおよび Ⅲを用いました。​
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​d.優先地域における事業活動の状況​
​　前述のaにおいて、通信事業は、基地局など通信設備が森林の土砂災害防止・土壌保全機​
​能など気象災害からの保護に依存するとともに、通信設備などの建設により、陸域生態系​
​に対する影響を与える可能性が高いことを認識しました。また、2026年1月に公表された​
​TNFDテクノロジー・通信セクターガイダンスドラフトでは、データセンターにおける水​
​リスクの重要性が高いことが示されました。当社はこれらの評価を踏まえ、基地局および​
​データセンターを対象として、生物多様性重要地域と水ストレス地域との近接性の観点で​
​分析を行い、優先地域の特定を行っています。​

​(1) 優先地域特定プロセス​
​　優先地域を特定するためのツールとして、IBAT※1を使用し、法令や国際条約で管理さ​
​れた国内の自然保護区など生物多様性の重要地域を対象に、全国に設置されている当社​
​の基地局との近接性を確認しました。その結果、屋外（屋上などを除く）に設置した基​
​地局の15%が自然保護区内に設置されており、リスクを優先して確認すべき地域である​
​と認識しました。​
​　データセンターでは、国内に設置されている施設を対象に、生物多様性重要地域との​
​近接性評価に加えて、Aqueduct※2による水ストレス評価を実施しました。なお、評価は​
​TNFD提言で推奨されるLEAPアプローチを参考にしています。​
​　その結果、近接性評価では国際条約で定められた自然保護区内に立地するデータセン​
​ターは確認されませんでした。当社データセンターの水ストレス評価においても、水ス​
​トレス地域は確認されませんでした。一方で、データセンターは、立地や規模により自​
​然関連リスクが大きく異なることから、今後も個別に評価していく必要があると認識し​
​ています。​
​　なお、当社の通信事業では3,000万件を超えるスマートフォン契約を有しており、携帯​
​電話端末などの無線機の提供は重要な事業です。資源調達や廃棄など携帯電話等の製品・​
​サービスに関する自然への影響を調査しました。​
​※1 IBAT：世界自然保全モニタリングセンター（WCMC）、国際自然保護連合（IUCN）、コンサベーショ​
​ン・インターナショナルによって開発された生物多様性評価ツール​
​※2 Aqueduct：世界資源研究所（WRI：World Resources Institute）が開発した水リスク評価ツール​

​① 調査結果詳細：基地局​
​　当社は、国内通信事業を主力事業として、全国約30万局の基地局を運用しています。​
​通信ネットワークは社会に必要不可欠なライフラインであり、最新かつ高品質なネット​
​ワークの構築と安定的で信頼性の高い通信サービスの提供は、当社の責務であると考え​
​ています。生物多様性の毀損に伴う森林の減少や荒廃を要因とした土砂災害リスクは増​
​加する傾向にあり、特に当社が山間部に設置した基地局の安定的な運用の実現は、生物​
​多様性に大きく依存しています。一方で、当社は新規基地局建設に伴う土地開発が生物​
​多様性上重要な地域に対して影響を与えるリスクがあることも認識しています。国立公​
​園などでは、優れた自然景観の保護のため開発などを制限している反面、公園としての​
​施設整備が行われているケースもあります。そのような状況下で、当社は政府・行政ま​
​たは地域住民の要請なども背景に、社会インフラとしての通信サービスを安定的に提供​
​する責務を果たすため、やむを得ず自然保護区などにネットワーク設備を設置する場合​
​があります。​
​　当社が屋外に設置する基地局（屋上等への設置を除く） を対象に、生物多様性の重要​
​エリアへの設置状況を毎年調査しています。2025年度に調査した結果、対象基地局のう​
​ち15%が自然保護区内に設置されていることを確認しました。​
​　該当する基地局のうち、新たに設置した基地局の設置面積を検証（2021年度以降）し​
​たところ、1基地局当たりの設置面積は平均約10㎡であると認識しました。該当する基​
​地局は、設置数そのものは多いものの、設備自体の規模は小さく、周辺生態系への影響​
​は限定的であるものと確認しています。また、実際の設置状況についても、サンプリン​
​グ調査の結果、設置状況や生物多様性の重要性、完全性の観点で、緊急の対策が必要な​
​基地局がないことを確認しています。​
​　自然保護地域の確認にあたっては、IBATを用いて、KBA（Key Biodiversity Area：生​
​物多様性重要地域）※、および世界自然遺産やラムサールサイトなど、国際条約等に基​
​づき指定・登録された地域を確認しています。あわせて、日本特有の生態系を考慮する​
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​ため、国立公園、自然環境保全地域、鳥獣保護区など、法令に基づき国が定めた自然保​
​護地域も、生物多様性の重要地域として評価対象に含めています。​
​　当社は、新たな基地局の設置場所選定の考え方として、既存のアクセス路があり、作​
​業車が入れる場所で建設することを基本としています。そのため、設置のために必要に​
​応じて周囲の樹木を最低限伐採する場合はあるものの、基本的には生態系に対して重大​
​な損失を与えうる開発は行いません。　​
​　なお、基地局は基本的に取水を伴う設備ではないことから、水ストレスや流域生態系​
​へ影響を及ぼす可能性は限定的であると考えています。​
​※ KBA：IUCNレッドリストや国際NGOバードライフ・インターナショナルによる調査、各種自然保護区の​
​情報をもとに世界統一基準で選定された生物多様性の重要地域​

​　　　　　　　上信越高原国立公園　　　　　　　　　　　　　　　沖縄海岸国定公園　　​

​② 調査結果詳細：データセンター​
​　当社は、AI時代を支える社会基盤として、データセンターを生成AIの開発・利活用や​
​データ処理を支える重要な事業基盤と位置付けています。データセンターでは、多くの​
​電力と水を必要とするため、水への依存度と電力使用による温室効果ガス排出の影響が​
​大きいと想定しています。さらに、データセンターは、運用時だけでなく、建設時にも​
​影響を及ぼす可能性があるため、生物多様性や自然資本への影響を、バリューチェーン​
​全体で網羅的に把握する必要があると認識しています。当社は、TNFDテクノロジー・​
​通信セクターガイダンスドラフトおよび株式会社みずほフィナンシャルグループとの共​
​同研究で得られた示唆も活用し、次世代社会インフラ構想「Brain DataCenter」の中核​
​を担う「北海道苫小牧AIデータセンター」（2026年度開業を予定）および「大阪堺​
​Activation Base」（2027年度開業を予定）について、生態系への影響の評価を実施して​
​います。なお、北海道苫小牧AIデータセンターの評価結果や内容詳細は＜北海道苫小牧​
​AIデータセンターの影響と対応詳細＞に記載しています。​

​・株式会社みずほフィナンシャルグループとの共同プロジェクト​
​　株式会社みずほフィナンシャルグループと「データセンターに関する自然資本の共​
​同研究プロジェクト」※を2025年度に実施し、データセンターに関するバリュー​
​チェーン全体の自然資本への影響の研究を実施し、データセンターが自然資本に及ぼ​
​す影響を上流・直接操業・下流および建設・運用の構造で、体系的に洗い出し・整理​
​を行いました。​
​　研究では、上流では「海底ケーブルや発電所などの設備開発を伴う影響が大きい」​
​「鉱物資源・建材・電子機器の利用量が大きい」、直接操業では「電力利用・冷却用​
​の水利用が大きい」「廃熱が発生する」、下流では「電子廃棄物の発生量が大きい」​
​という影響可能性があることがわかりました。​
​　研究の結果を踏まえ、当社は今後のデータセンター開発および運用における自然資​
​本関連リスクの適切な評価や管理に対する材料を把握するとともに、各種対策に活か​
​すなど実務への取り込みの可能性を検討します。​
​※ データセンターに関する自然資本影響のモデル化に向けた共同研究プロジェクトの報告書を公表​
​　<​​https://www.softbank.jp/corp/news/info/2026/20260414_01/​​>​
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​（図3） 報告要旨​

​（図4）特定したデータセンターの主要な自然影響概要​
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​・北海道苫小牧AIデータセンターの影響と対応​
​　北海道苫小牧AIデータセンターは、工業団地内で自然保護区の指定はないものの、​
​ラムサール条約登録湿地のウトナイ湖から北東約3kmに位置し、生物多様性に配慮す​
​る必要がある地域であるとともに、企業の進出も多く、水使用への配慮も必要と考え​
​ています。​
​　事業地は、工業団地ではあるものの、工業団地としての開発から長い年月が経過し​
​ていたこともあり、着工前の予定地の状態は、ミズナラ－コナラ林を中心に、谷地形​
​に沿ってハンノキ林が広がる森林環境が形成されていました。特に、勇払原野の原風​
​景を象徴する北海道の特産果実である「クロミノウグイスカグラ（ハスカップ）」が​
​自生するなど、豊かな生態系が確認されました。当社は、着工にあたり自主的に生物​
​環境調査を実施した結果、計111科223種の動植物の生息・生育を確認するととも​
​に、環境省レッドリストの絶滅危惧Ⅱ類に指定されているオジロワシなどを含めた計​
​8科10種の希少種も確認しました（表6）。​

​　当社は、データセンターの開発を進めるにあたり、周囲の自然との調和を基本方針​
​として、周辺環境と連続した森林構造を有する河川沿いの国有地と接する区域を中心​
​に、既存の森林を極力残置する設計を採用しました。70haの事業予定地のうち、約​
​20haの森林を残置することで、周囲の生態系への影響最小化を図っています。また、​
​事業地の行政自治体である苫小牧市と、「残置森林などの維持管理に関する協定」を​
​締結し、協働して継続的なモニタリングと保全活動を行います。​
​　施設の開発により、希少種をはじめとする生物の生息・生育環境の一部は縮小して​
​しまいますが、同様の環境が残置森林や周辺に広く分布するため、生息・生育環境へ​
​の影響は極めて小さいと予測しています。施設周辺の環境については、今後も継続的​
​な調査を実施し、残置森林などの適切な保全に取り組みます。​

​（表6）生息を確認した主な希少種​
​科名​ ​和名​ ​希少性​ ​状況​ ​評価​

​植​
​物​

​スイカズ​
​ラ​

​クロミノウグイ​
​スカグラ​

​道レッドリスト準絶滅危​
​惧種​ ​主に残置林に自生​ ​小​

​鳥​
​類​

​キツツキ​

​クマゲラ​ ​天然記念物・準絶滅危惧​ ​主に残置林に生息（営巣無​
​し）​ ​小​

​エゾオオアカゲ​
​ラ​ ​道レッドリスト情報不足​ ​主に残置林に生息​ ​小​

​タカ​

​オジロワシ​ ​天然記念物・絶滅危惧II類​ ​サイト上空にて探餌行動を確​
​認​ ​小​

​オオタカ​ ​準絶滅危惧種​ ​隣接する他社所有地に営巣を​
​確認​ ​小​

​哺​
​乳​
​類​

​ヒナコウ​
​モリ​

​ニホンコテング​
​コウモリ​ ​道レッドリスト留意種​ ​主に残置林に生息​ ​小​

​リス​ ​エゾシマリス​ ​道レッドリスト情報不足​ ​主に残置林に生息​ ​小​

​昆​
​虫​

​アリ​ ​エゾアカヤマア​
​リ​ ​絶滅危惧II類​

​開発により生息環境の一部は​
​縮小されるが、残置林に同様​
​の生息環境が残る​

​中​

​タテハ​
​チョウ​

​ウラギンスジ​
​ヒョウモン​ ​絶滅危惧II類​ ​主に残置林縁に生息​ ​小​

​スズメバ​
​チ​ ​モンスズメバチ​ ​情報不足​ ​主に残置林に生息​ ​小​
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​・北海道苫小牧AIデータセンターの影響と対応詳細​
​　TNFDテクノロジー・通信セクターガイダンスドラフトおよび株式会社みずほフィ​
​ナンシャルグループとの共同研究で影響が大きい可能性が示された「陸域利用」「電​
​力利用」「水利用」「鉱物資源」について影響と対応を整理しています（表7）。​

​（表7）依存している自然資本への影響と対応​

​依存​ ​影響​ ​対応​

​陸域利用​

​当データセンターの事業地が位置する​
​苫東地区は、明治以降、開拓民により​
​薪炭林や採草地として利用されてきた​
​旧開墾地です。その後、昭和40年代の​
​高度経済成長期に開始された苫東地区​
​工業開発事業に伴い、臨海部から段階​
​的に開発が進められてきました。事業​
​地が位置する苫東北部の臨空地区は比​
​較的後期に開発された区域であり、現​
​在も企業の進出が続いています。ま​
​た、周辺にはラムサール条約登録湿地​
​であるウトナイ湖や、KBA（Key​
​Biodiversity Area）に指定されている​
​勇払原野が存在しており、生物多様性​
​の観点から重要性の高い地域であると​
​認識しています。​

​当社は、当データセンターの開発計​
​画検討段階から、土地利用変化によ​
​る影響の把握および低減策の検討を​
​行いました。その結果、既存森林の​
​残置、植樹、水源涵養のための雨水​
​浸透池の整備などにより、生態系へ​
​の影響を可能な限り低減する方針と​
​しました。今後も、残置森林の維持​
​管理およびモニタリングを継続し、​
​生物多様性の保全と事業活動の両立​
​を図っていきます。​

​電力利用​

​当データセンターの電力利用に伴う温​
​室効果ガス排出は、気候変動を通じて​
​自然環境に影響を及ぼす可能性があり​
​ます。​

​当データセンターは、北海道内で発​
​電された再生可能エネルギーを100％​
​利用する、地産地消型のグリーン​
​データセンターとして運用する計画​
​です。また、当社が独自に開発した革​
​新型バッテリーとAIエネルギーマネジ​
​メントシステム（AEMS）を導入し、​
​電力需要や設備稼働を最適化するこ​
​とで、効率的で安定的な電力供給を​
​目指します。​

​水利用​

​データセンターでは、サーバー冷却に​
​使用する冷却水の取水による水資源へ​
​の影響や、流域生態系への影響を把握​
​することが重要です。当データセン​
​ターは、安平川水系を取水源とする工​
​業用水を利用する計画です。そのた​
​め、Aqueductで評価した結果、安平川​
​水系の水不足リスクは相対的に低く、​
​取水施設の供給能力にも一定の余力が​
​あることを確認しました。一方で、安​
​平川の下流域にはKBA（Key​
​Biodiversity Area）に指定された勇払​
​原野が広がり、重要な湿地が存在する​
​ことから、流域の生態系との関係性に​
​配慮することが重要であると認識して​
​います。​

​当データセンターは、北海道の冷涼​
​な気候を活用し、外気を利用したフ​
​リークーリングや、夏季にチラーと​
​冷却塔を併用する冷却方式を採用す​
​ることで、効率的な水使用を図る計​
​画です。また、敷地内に雨水浸透池を​
​設置し、地域の水源涵養および近隣​
​河川の流量に配慮します。​

​鉱物資源​

​データセンターの建設および運用に​
​は、電力設備、通信設備、電子機器な​
​どに使用される銅をはじめとした鉱物​
​資源が必要となります。また、鉱物資​
​源の採掘は、土地利用の変化、水利​
​用、水質汚染などを通じて、自然環境​
​に影響を及ぼす可能性があります。当​
​データセンターの開発にあたり、特に​

​当社は、当データセンターを含めた​
​資源の有効活用を図るため、当社の​
​新規携帯電話販売台数に対するリサ​
​イクル・リユース率および産業廃棄​
​物リサイクル率をマテリアリティの​
​KPIに設定し、モニタリングを実施し​
​ています。今後も、資源循環の取り組​
​みを通じて、鉱物資源の利用に伴う自​
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​使用量が多い銅について調査したとこ​
​ろ、銅鉱山は生物多様性保全上重要な​
​地域や、水ストレスの高い地域に近接​
​して立地する傾向にあることを確認し​
​ました。そのため、鉱物資源の採掘に​
​伴う自然関連リスクは、重要な課題の​
​一つであると認識しています。​

​然環境への影響の低減に努めます。​

​・環境省「自然共生サイト」登録・認定​
​　2026年6月に、北海道苫小牧AIデータセンターの敷地内​
​の樹林地に関する取り組みが評価され、環境省が主導す​
​る「自然共生サイト」に認定されました。「自然共生サ​
​イト」は、2030年までに陸と海の30％以上を健全な生態​
​系として保全する国際目標「30by30」の達成に向け、生​
​物多様性の保全が図られている区域を環境省が認定する​
​制度です。​
​　当社は、自然環境の維持・保全の取り組みを積み重ね​
​ることが、地域の生物多様性の維持・向上およびネイ​
​チャーポジティブ実現にとって重要であると考えるとと​
​もに、苫小牧市が策定する「生物多様性地域戦略」に整​
​合した自然保全の取り組みを推進し、地域の生物多様性保全に​
​貢献します。​

​当社の「自然共生サイト」における主な取り組み​
​- ハスカップや猛禽類など希少生物の保全​
​- 既存森林を可能な限り保全する設計​
​- 専門家と連携した着工前の生物多様性調査​
​- 苫小牧市との維持・管理に関する協定の締結​
​- 巣箱や獣害防止ネットの設置​
​- 専門家による継続的なモニタリング​

​・主力データセンターの影響評価まとめ​
​北海道苫小牧​
​AIデータセン​
​ター​

​設備の敷地面積約70万㎡、受電容量300メガワット超を計画する、国内最​
​大規模のデータセンターです。建設地は、国道や鉄道が通る工業団地内に​
​あり、国や国際条約で定められた自然保護区には指定されていません。一​
​方で、ラムサール条約登録湿地であるウトナイ湖の北東約3キロメートル​
​に位置し、過去には周辺地域でNGOにより希少鳥類が確認されています。​
​そのため、当該地域は生物多様性の観点から重要性が高い地域であると認​
​識しています。また、安平川水系に属し、企業の進出も進んでいることか​
​ら、水使用への配慮も必要であると考えています。​

​大阪堺​
​Activation​
​Base​

​日本最大規模の計算能力を備え、次世代社会インフラの中核拠点となる予​
​定です。2009年に稼働を開始した大規模工場の跡地を取得し、約45万㎡​
​の土地および延べ床面積約84万㎡の建物などを活用する計画です。既存施​
​設を活用するため、新たな開発による自然環境への影響は限定的であると​
​考えています。​

​③ 調査結果詳細：製品・サービス​
​　当社は、鉱物資源の新たな採掘や廃棄物の発生を抑制するため、使用済み携帯電話端​
​末等の回収・リユース・リサイクルや、撤去した基地局等の通信設備の再資源化を推進​
​しています。また、携帯電話端末等の製品本体・付属品に使用されるプラスチックおよ​
​び、製品・サービスの提供に伴い使用する包装材、紙資源、プラスチック資材などにつ​
​いても、使用量の削減やリユース・リサイクルに取り組んでいます。​
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​これらの取り組みを通じて、自然資本への依存を低減し、石油由来資源等の枯渇リスク​
​やそれに伴う原材料の供給不足・価格高騰が事業継続や収益に及ぼす影響を抑えるとと​
​もに、廃棄物やマイクロプラスチックが生態系に及ぼす影響を低減し、資源循環を通じ​
​た自然環境への負荷低減を目指します。​

​・リデュース（発生抑制）​
​　携帯電話端末の販売において、製品の耐久性やバッテリー寿命の長寿化など、商品​
​力を高める取り組みを通じて資源の持続性へ配慮するため、端末製造事業者とのコ​
​ミュニケーションを通じた長期利用を見据えた端末設計への働きかけや、修理サービ​
​スの提供など、端末を長く利用いただくための取り組みを推進しています。​
​　また、紙資源の使用量削減に向け、個別包装箱の小型化や取扱説明書などの電子​
​化、オンライン料金案内、店頭でのAIやスマートデバイスの活用を進めています。​

​・リユース（再利用）　​
​　使用済み携帯電話端末の再利用を通じて資源の有効活用を促進するため、販売・レ​
​ンタルした携帯電話端末について、端末の回収を促進する仕組みや、回収・査定した​
​端末に応じた特典の付与などを通じて、使用済み端末の回収を推進しています。ま​
​た、回収した携帯電話端末のうち、再利用可能なものについては、状態に応じて再整​
​備（リファービッシュ）を行った上で、リユースを促進しています。​

​・リサイクル（再資源化）​
​　使用済み携帯電話端末の再資源化を通じて資源循環を促進するため、回収した携帯​
​電話端末のうち、リユースが困難な端末についてはリサイクルを推進しています。​
​　なお、グローバルな通信事業者が加盟するGSMA（GSM Association）が掲げる、新​
​規携帯電話販売台数に対する回収率20％以上、および回収端末の100％を再利用また​
​は適切にリサイクルするという目標について、2026年3月時点でいずれも達成してい​
​ます。当社が回収した端末については、100％マテリアルリサイクルを実施していま​
​す。​
​　また、基地局をはじめとする通信設備等の機器・部材についても、更新・撤去に伴​
​い発生するケーブル、交換機、電柱などの廃材の再資源化を推進しており、99％以上​
​のリサイクル率を達成しています。今後も、設備の適正処理と資源の有効活用を通じ​
​て、資源循環のさらなる促進に取り組んでいきます。​

​（図5）携帯電話サービスでの資源循環の取り組み​
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​(2)​​自然資本への依存・影響が高い当社主要事業の対応策​
​　当社は、これまでのプロセスで評価・特定した基地局、データセンター、製品・サー​
​ビ​​ス​​に​​つ​​い​​て、​​SBTN​​（​​Science​​Based​​Targets​​Network​​）​​が​​提​​唱​​す​​る​​AR3T​​（自​​然​​関​​連​​リ​
​ス​​ク​​の​​回​​避​​（​​Avoid​​）、​​軽​​減​​（​​Reduce​​）、​​復​​元・​​再​​生​​（​​Restore​ ​&​ ​Regenerate​​）、​​変​​革​
​（Transform）の頭文字略称）に基づき、自然資本への依存・影響の対応策を整理・検​
​討しています（表8）。​

​（表8）当社主要事業の対応策一覧​

​依存・影響​

​土地​ ​水​ ​資源​

​通信設備（基地局等）​

​データセンター​
​（北海道苫小牧AIデータセ​
​ンター/大阪堺 Activation​

​Base）​

​製品・サービス​

​A​
​R​
​3​
​T​
​フ​
​レ​
​｜​
​ム​
​ワ​
​｜​
​ク​

​回避​
​(Avoid)​

​生物多様性の重要地域にお​
​ける土地改変を原則回避す​
​る​
​・生物多様性の重要地域に​
​おける土地開発を回避する​
​ことを基本方針に設定​
​・新設基地局は既存アクセ​
​ス路が利用可能な場所を優​
​先して選定​

​周囲の自然との調和を重視​
​する​
​・周囲の自然との調和を基​
​本方針に設定​

​製品やサービスの機能・性​
​能など魅力度を高め、持続​
​的な利用を促進する​
​・携帯電話端末などの製品​
​についてメーカーと協業​
​し、製造工程の環境負荷低​
​減やスマートフォンなどの​
​製品強度や省エネ性能、魅​
​力的な機能などを向上​

​軽減​
​(Reduce)​

​生物多様性の重要地域にお​
​いてやむを得ず設置する場​
​合、影響の把握・低減に努​
​める​
​・必要最小限の樹木伐採に​
​留めるとともに、小設備化​
​により土地利用変化を抑制​
​・自然保護区内に設置され​
​た基地局について、設置状​
​況や周辺環境を確認し影響​
​の把握を実施​

​建設や運用に伴う自然資本​
​への影響の把握・低減に努​
​める​
​・高効率の冷却設備の採用​
​検討（フリークーリング​
​等）​
​・設備運用の最適化、エネ​
​ルギー利用効率の向上（​
​AEMS等）​

​事業に伴う資源の使用や廃​
​棄物の発生を低減し、端​
​末・機器等の継続利用を促​
​進する​
​・修理費用の軽減により端​
​末の継続利用を促進（あん​
​しん保証パックサービス​
​等）​
​・回収した携帯電話端末を​
​再生し、リユース品として​
​販売​

​復元・再生​
​(Restore &​

​Regenerate)​

​生物多様性の重要地域にお​
​いてやむを得ず設置した場​
​合、森林保全活動を実施す​
​る​
​・自然保護区内に設置した​
​通信設備面積の2倍以上の​
​森林保全活動を実施（植生​
​にも配慮）​

​地域の水源涵養や生物多様​
​性の維持・回復に貢献する​
​・地域の水源涵養および近​
​隣河川の流量への影響に配​
​慮​
​・新規開発したデータセン​
​ターの水使用1％相当の水​
​源涵養に資する植樹実施​

​事業の廃棄原料の再資源化​
​を推進し、資源を持続的に​
​活用する​
​・他社製品を含む使用済み​
​携帯電話を回収し、端末に​
​含まれる貴金属などの資源​
​を再資源化​

​変革​
​(Transform)​

​事業と自然保全の両立に向​
​けた活動および生物多様性​
​保全の啓発や行動変容を促​
​進する​
​・周辺環境の保全活動​
​・従業員への環境教育の推​
​進​

​地域のステークホルダーと​
​連携し、事業と自然保全の​
​両立に向けた活動を実施す​
​る​
​・当社事業部門/パート​
​ナーを巻き込んだ自然との​
​共生に向けた共創活動​
​・地域住民とのワーク​
​ショップなどを通じた共創​

​サプライヤーやユーザーな​
​どステークホルダーと連携​
​し、資源循環の啓発や行動​
​変容を促進する​
​・ステークホルダー/従業​
​員への環境教育の推進​
​・サプライヤー説明会​
​・グリーン調達​
​・消費者参加型植林貢献プ​
​ログラム「NatureBank」​
​の促進​
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​4. リスクと影響の管理​
​a.  (1)リスクの特定、(2)評価プロセス​
​　当社は、コンシューマ、エンタープライズ、ディストリビューション、メディア・EC、​
​ファイナンスの各セグメントについて、生物多様性や気候変動など自然環境に関わる自社​
​および自社事業の隣接地域、サプライチェーン上下流を含めた事業リスクを特定していま​
​す。​
​　リスクの特定においては、環境委員会委員長から指名された担当者で構成されるワーキ​
​ンググループを中心に関係各部門とシナリオ分析を実施し、財務影響度を考慮したうえ​
​で、ESG推進担当役員のもと評価を行います。​

​b・c. 管理プロセスおよび全社リスク管理プロセスへの統合​
​　当社グループは、サステナビリティに関するリスク・機会を全社的リスク管理のプロセ​
​スに組み込み、特定および評価を行っています。当該プロセスでは、SASBスタンダードや​
​CDSBフレームワーク適用ガイダンスなどのサステナビリティ視点を反映したリスクアセ​
​スメントを毎年実施しています。また、リスク責任者(リスクオーナー)である執行役員や組​
​織長へのヒアリング結果も踏まえて、リスク管理委員会で全社的な観点から重要なリス​
​ク・機会の選定および見直しを行い、取締役会へ報告しています。ESG推進委員会では、​
​これらを基に当社グループおよびステークホルダーの双方の重要性の観点から、マテリア​
​リティ(重要課題)および目標・KPIの見直しや再評価を行うとともに、目標・KPIの進捗や​
​その対応状況をモニタリングしています。​
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​5. 指標と目標​
​　当社は、事業活動に伴う自然関連のリスクと機会、および自然への依存・影響を事業特性​
​に応じた指標に設定することにより継続的に把握・管理しています。​
​　基地局やデータセンターなどの設備は、電力・水・土地利用等の自然資本に依存し、温室​
​効果ガス排出、資源利用、廃棄物の発生、建設・運用に伴う生態系への影響を生じさせる可​
​能性があることから、当社は温室効果ガス排出量、エネルギー使用、水使用、資源循環、自​
​然保護区などにおける通信設備の開発面積、森林保全活動面積などを、自然関連リスクの低​
​減、事業機会の創出、自然への影響を最小化するための主要な指標として設定しています​
​（表9）。​
​　a リスクと機会を評価し、管理する際に用いる指標​
​　b 依存・影響を評価し、管理するために用いる指標​
​　c 依存・影響、リスクと機会を管理するために用いる目標および実績​

​（表9）主要な指標・実績・目標一覧​

​項目​ ​ﾊﾞｳﾝﾀ​
​゙ ﾘ​

​ｶﾊﾞﾚｯｼ​
​゙ (%)​ ​単位​

​2025年度​ ​自然関連開示項目との対応​

​実績​ ​目標​
​aリス​
​ク・機​

​会​

​b依​
​存・影​

​響​

​c目標・​
​実績​

​温室効果ガス排出量​

​スコープ 1 ※1​

​連結​

​100​

​t-CO₂​

​9,470​ ​11,000​ ​〇​ ​〇​
​スコープ 2 （マー​
​ケットベース）​
​※2※3​

​100​ ​664,619​
​(340,086)​ ​374,000​ ​〇​ ​〇​

​スコープ３※4​ ​99.6​ ​18,285,009​
​※5​ ​9,050,000​ ​〇​ ​〇​

​合計 ※2※3※4​ ​99.6​ ​t-CO₂​ ​18,959,098​
​(18,634,565)​ ​9,435,000​ ​〇​ ​〇​

​エネルギー使​
​用​

​電気使用量 ※2​

​100​

​MWh​ ​2,975,461​ ​2,500,000​ ​〇​ ​〇​

​再生可能エネルギー​
​※2​ ​MWh​ ​1,458,129​ ​1,630,000​ ​〇​ ​〇​

​再生可能エネルギー率​
​※2※3​ ​%​ ​49.0​

​(66.0)​ ​65.0​ ​〇​ ​〇​

​データセンター電気使​
​用量​ ​MWh​ ​618,558​ ​870,000​ ​〇​ ​〇​ ​〇​

​再生可能エネルギー​ ​MWh​ ​507,411​ ​610,000​ ​〇​ ​〇​ ​〇​

​再生可能エネル​
​ギー率​ ​%​ ​82​ ​70​ ​〇​ ​〇​ ​〇​

​PUE​ ​-​ ​1.43​ ​1.50​ ​〇​ ​〇​ ​〇​

​電気使用量原単位（通信量​
​当たり電気使用量）※6​

​単体​ ​MWh/​
​Gbps​ ​371​ ​394​ ​〇​ ​〇​

​産業廃棄物​

​再資源化率​ ​単体​ ​-​ ​％​ ​98.3​ ​97.0​ ​〇​ ​〇​

​排出量​

​連結​ ​100​

​ｔ​ ​7,968​ ​6,800​ ​〇​ ​〇​

​再資源化量​ ​ｔ​ ​7,413​ ​-​ ​〇​

​最終処分量​ ​ｔ​ ​555​ ​300​ ​〇​ ​〇​

​撤去基地局通信設備​ ​再資源化率​

​単体​ ​-​

​％​ ​99.99​ ​99.99​ ​〇​ ​〇​

​使用済み携帯電話​

​使用済み携帯電話​
​リユース／リサイ​
​クル回収台数​

​台​ ​2,832,105​ ​2,000,000​ ​〇​ ​〇​

​新規携帯電話販売​
​台数に対する​
​リユース／リサイ​
​クル回収率​

​%​ ​20超​ ​20​ ​〇​ ​〇​

​水使用​

​取水量※7及び排水量​
​※8※9​

​連結​ ​100​

​m3​ ​1,101,102​ ​1,020,000​ ​〇​ ​〇​

​水使用量原単位（面積当た​
​り使用量）​

​m3／​
​m2​ ​0.36​ ​-​ ​〇​

​28​



​データセンター取水量​
​及び排水量​ ​m3​ ​336,809​ ​500,000​ ​〇​ ​〇​ ​〇​

​環境法令違反​
​回数​ ​回​ ​0​ ​-​ ​〇​

​罰金額​ ​千円​ ​0​ ​-​ ​〇​

​災害対策コスト​

​単体​ ​-​

​億円​ ​14​ ​-​ ​〇​

​国や国際条約で指定された自然保護区への​
​通信設備の開発面積​ ​m2​ ​420​ ​-​ ​〇​

​植林など森林保全活動の実施面積​ ​m2​ ​2,437​ ​2,153​ ​〇​ ​〇​

​※1 2025年度より、2024年度まで「スコープ3（カテゴリ6：出張）」に含めていたレンタカー利用による排出量​
​はスコープ1に含めて算出​
​※2 2024年度までスコープ３に含めていたオーナー受電分（当社物件外に設置された設備の使用に伴う電力消費​
​分）については2025年度からスコープ２に含めて算出​
​※3 カッコ内はオーナー受電を含まない数値​
​※4 2025年度よりSSBJ基準適用に向けた算定精緻化により算出定義を変更​
​※5 2025年度よりSSBJ基準適用に向けた算定精緻化で算定対象企業の拡大等により排出量増加​
​※6 1Gbpsの通信を行う場合の電気使用量​
​※7 個別メーターが無い事業所については、該当事業所の面積とグループ内における水使用実績を用いて算出​
​※8 下水のみ​
​※9 取水量と排水量が同量であるため、総淡水消費量は0㎥​

​a. リスクと機会を評価し、管理する際に用いる指標の詳細​
​　地球温暖化の進行や生物多様性の喪失は、自然災害の頻発・激甚化、水資源の制約など​
​の物理リスクを高めるとともに、それらを背景とした社会・規制・市場の変化を通じて、​
​事業継続に影響を及ぼす可能性があります。​
​　当社は、リスクの低減と機会の創出につなげるため、下記の指標を設定し、管理してい​
​ます。​

​- 気候変動に伴うリスクを把握する指標：​
​温室効果ガス排出量​

​- 通信設備等の運用コストや効率化を把握する指標：​
​エネルギー使用量​

​- 資源利用・資源循環を確認する指標：​
​産業廃棄物の比率、撤去基地局通信設備の比率、使用済み携帯電話数量​

​- 水リスクが事業に及ぼす影響を把握する指標：​
​水使用量​

​- コンプライアンスリスクを確認する指標：​
​環境法令違反数​

​- 自然災害の激甚化に備えた対策コストを把握する指標：​
​災害対策コスト​

​b. 依存・影響を評価し、管理するために用いる指標の詳細​
​　事業継続に伴い、水・土地・資源など自然資本に依存し、生態系や資源などに影響を及​
​ぼす可能性があります。当社では、自然への依存と影響を把握し、適切に管理するため下​
​記の指標を設定し、管理しています。​

​AIデータセンター​
​- 気候変動への影響を把握する指標：​
​電力使用量、カーボンニュートラル電力使用量（再生可能エネルギー含む）、​
​カーボンニュートラル電力率（再生可能エネルギー含む）、PUE​

​- 水資源への依存を把握するための指標：​
​取水量および排水量​
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​基地局等設備​
​- 土地利用による生態系への影響を把握する直接的な指標：​
​自然保護区などにおける通信設備の開発面積​

​- 依存と影響に対する取り組みの指標：​
​植林など森林保全活動の実施面積​

​c. 依存・影響、リスクと機会を管理するために用いる目標および実績の詳細​
​　依存・影響、リスクと機会の把握だけでなく、目標値を設定し進捗を管理しています。​

​- 気候変動対策の主な目標：​
​カーボンニュートラル（スコープ1､2※）達成（2030年度）​
​ネットゼロ（スコープ1､2､3※）達成（2050年度）​
​カーボンニュートラル電力比率60％（2026年度）、100％（2030年度）​

​※ スコープ1：自らによる温室効果ガスの直接排出、スコープ2：他社から供給された電気、熱・蒸気の​
​使用に伴う間接排出、スコープ3：スコープ1､2以外の間接排出（事業者の活動に関連するサプライ​
​チェーンでの排出）​

​- 廃棄物削減、資源枯渇リスクへ対応するための主な目標：​
​新規携帯電話販売台数に対するリサイクル・リユース率20％以上​
​産業廃棄物リサイクル率98％（2026年度）、99％（2030年度）​

​・ネットポジティブインパクトに向けた当社の対応​
​　当社は、社会インフラである通信サービスを広域かつ安定的に提供するため、生物​
​多様性の重要地域においても、基地局などの通信設備をやむを得ず設置する場合があ​
​ります。一方で、当社は、自然資本の回復や維持が当社の事業持続性において重要で​
​あると考え、2030年までのネットポジティブインパクトを目指しており、その一環と​
​して、国および国際条約で定められた自然保護区など、生物多様性の重要地域内に設​
​置した基地局等の通信設備について、その設置面積の2倍以上に相当する森林保全活動​
​を実施する目標を設定しています。実績は以下の通りです。​

​- 実績：​
​国および国際条約で定められた自然保護区内へ設置した通信設備の設置面積 2,779㎡​

​（2021～2024年度合計）​
​植林などの森林保全活動面積 6,192㎡（2023～2025年度合計）​
​目標達成年度 2024年度​
​※ 2025年度も継続して目標を達成しています。​

​<免責事項>​

​将来の見通しに関する注意事項​
​当報告に記載する計画、予測、戦略などには、作成時点で入手可能な情報に基づき当社が​
​判断した将来見通しが含まれています。このような事項は見通しと大きく異なる結果とな​
​り得ることをご承知おきください。業績に影響を及ぼすリスクや不確定要素の中には、当​
​社の事業環境を取り巻く自然環境、経済情勢、市場競争、為替レート、税、またはその他​
​の制度などが含まれます。​

​ソフトバンク株式会社​
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